意　　見　　書

平成１２年９月２８日

電気通信審議会

　電気通信事業部会長　殿

郵便番号　　　１０２－８４０１

（ふ　り　が　な）　　　　　　 eq \o\ad(とうきょうとちよだくいちばんちょう,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
住　　　所　　　東京都千代田区一番町８番地

（ふ　り　が　な）　　　　　　だいにでんでん かぶしきがいしゃ

氏　　　名　　　第二電電株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おくやま　　　ゆうさい

代表取締役社長　　奧山　　雄材

　電気通信審議会議事規則第５条の２及び接続に関する議事手続規則第２条の規定により、１２年８月３１日付け郵通議第３０７２号で公告された郵政省令案に関し、別紙のとおり意見を提出します。

（別紙）

接続料規則案の公表に対する意見等について

この度、標記の件について意見提出の機会を設定していただき、誠にありがとうございます。

弊社の意見等を下記に述べさせていただきますので、宜しくお取り計らいいただきますようお願い申し上げます。
記

＜省令本文＞

（尊守義務）
第三条
事業者は、機能ごとの接続料に関してこの省令の定めるところによらなければならない。ただし、特別の理由がある場合には、郵政大臣の許可を受けて、この省令の規定によらないことができる。

特別の理由について、具体的な規定を設けていただきたいと考えます。

また、許可の審査の際には、パブリックコメントを実施していただきたいと考えます。

（法第三十八条の二第四項の機能に関する資産及び費用の整理の手順等の通知）

第六条

（略）郵政大臣が通知する手順により、当該通知から六十日以上九十日を超えない期間を経過した日として当該通知において定められる当該手順の適用の日までに整理してこれを郵政大臣に報告しなければならない。

六十日以上九十日とする根拠をご教示願います。
（接続料の再計算）
第二十条

法第三十八条の二第十二項の郵政省令で定める期間は三年間とする。

三年間とする根拠をご教示願います。

＜附則＞

第七条

事業者は、その経営に及ぼす影響を緩和するため必要がある場合には、郵政大臣の許可を受けて、次項の規定に基づいて申請し、法第三十八条の二第二項の規定により認可を受けた接続約款に定める法第三十八条の二第四項の機能に係る接続料について、これを平成十四年四月一日までの期間で段階的に実施することができる。

許可の際には、パブリックコメントを実施していただきたいと考えます。

以　上
